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図-3　「多機能フィルター・MFタイプ」の特徴

「多機能フィルター・MFタイプ」は、土壌侵食防止機能を持った植生マットです。植物の毛細根に似た撥水性で
捲縮した極細のポリエステル製繊維をランダムに配した、空隙率９７～９８％の不織布構造体（ウエブ）の表面に補
強ネットを重ね、これに植生材の種子、肥料、培地を担持させたものです。

マット自身が侵食防止機能を持つことから、施工後の植生が完成する前でも初期の斜面保護は可能です。また、
発芽･生育の早い外来植物（洋芝）の根張り効果を期待しなくても良いので、生長の遅い木本系や郷土植物を主体と
した緑化が可能となります。

技術の概要

技術の特徴

（1） 「多機能フィルター・MFタイプ」のウエブは、降雨時の雨滴の衝撃力を緩和すると共に捲縮された撥水性繊維
は濡れても空隙を保ち、土中に浸透しきれない雨水はウエブ内を流下することで掃流力が低下、大きな侵食
防止効果を発揮します。

図-2　構造図図-1　製品姿



多機能フィルター・MFタイプ
（2） 「多機能フィルター・MFタイプ」の微細なポリエステル繊維は、土粒子に絡んでこれを捕縛するためウエブ内を

流下する水には土粒子の混入が少なく豪雨時でも濁水の発生を抑えます。

（4） 装着した種子の流失を懸念する事無く、工事の進捗に合わせ施工が可能です。

（3） マット自体が侵食防止機能を有するため、生育の遅い木本系植物や郷土種主体の植生が可能です。

（a） 施工後１年 （b） 施工後1年7ヶ月 （c） 施工後3年2ヶ月

図-4　自然降雨に対する耐侵食性試験（シラス土）
                           （左から、裸地、不織布シート、多機能フィルター・MFタイプ）

図-5　施工後の状況

降雨期間 第１期間
（11日間）

第２期間
（22日間）

第３期間
（6日間）

第４期間
（4日間）

第５期間
（28日間）

期間中の降雨量（㎜） 408.00  578.00 485.50 121.00 377.50

流失土量
（㎏）

裸地 177.35 935.18 339.20 62.80 848.00
不織布シート 0.00 　 1.99 7.18 4.53 16.20
多機能フィルター・MFタイプ 0.00 0.00  0.04 0.00 0.06

表-1　試験結果 （降雨量と侵食流失土量との関係）



審査証明の範囲

主な実績

技術保有会社/お問い合わせ先

審査証明有効期間

平成２8年１０月１２日～平成33年１０月１１日　　

多機能フィルター・MFタイプ

のり面緑化に、「多機能フィルター・MFタイプ」を使用する場合とする。

札幌開発建設部 夕張シューパロダム 平成24年   9月

紀伊山地砂防事務所 清水地区斜面対策工事 平成25年12月

西日本高速道路（株） 東九州自動車道　稗田工事 平成26年   3月

三陸国道事務所 豊間根地区道路改良工事 平成26年10月

中日本高速道路（株） 第二東名高速道路　稲木工事 平成27年   5月

仙台河川国道事務所 深田南地区道路改良工事 平成27年   6月

常総国道事務所 圏央道高須賀地区改良工事 平成28年   1月

審査証明の結果

「多機能フィルター・MFタイプ」は、次の性能を有していることが確認されました。

（1） 土壌侵食防止機能
　耐侵食実験や土壌環境試験の結果によれば、植物が定着するまでの間、降雨に対する耐侵食性と土壌環境を植生に適す
るよう保持する機能を有している。

（2） 植生機能
　発芽試験や現地植生の調査結果によれば、木本植物等を配合した種子が発芽し、確実に斜面に定着する機能を有している。

（3） 環境に対する安全性
　材料の溶出試験結果によれば、重金属などの溶出が昭和48年2月17日総理府令第5号（改正：平成25年環境省令第3
号）および昭和46年6月21日総理府令第35号（改正：平成27年環境省令第20号）に定める埋立て処分に係る判定基準、
水質関連基準による基準値以下である。

（4） 施工性および経済性
　従来のマット工法と同様に施工ができ、材料価格も同程度である。

この他、平成28年９月末現在までに公共工事を中心に約15,000件の実績があります。

多機能フィルター株式会社　管理部 〒744-0061  山口県下松市葉山２丁目904番地の16
  TEL：0833-46-4466　FAX：0833-46-4678
  URL：http://www.takino.co.jp
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